様式第１号（第６条関係）

	年　　月　　日

　　（あて先）高崎市長

（申請者）郵便番号

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電　話

（代理人）郵便番号

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名

電　話　
　

木造住宅耐震化事業補助金交付申請書

高崎市緊急耐震対策事業補助金交付要綱第６条の規定により補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	補助事業の区分
	□耐震診断
	□補強設計
	□耐震改修工事

(工事監理費含む)
	□耐震除却工事

	補助対象経費（税込み）
	金 　　　  　　円
	金　 　　  　　円
	金　 　　  　　円
	金　 　　  　　円

	補 助 金 の 額
	金 　　　  　　円
	金　 　　  　　円
	金　 　　  　　円
	金　 　　  　　円

	他の補助制度の利用
	□なし　　　　□あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建 築 物 の 概 要
	所 在 地
	　　　　

	
	所有関係
	□所有者　　（申請者以外の所有者　□なし　　□あり）

	
	用　　途
	　　　　　　　　　　　　　　　

	
	構　　造

階　　数

床 面 積
	木　造　　　　　階建て　　延べ面積　　　　　　　　㎡

	
	
	階
	住宅部分
	住宅以外の部分
	合　　計

	
	
	１階
	　㎡
	　　　　　㎡
	　　㎡

	
	
	２階
	　㎡
	　　　　　㎡
	　　　　　㎡

	
	建築時期
	　　　　　年　　　　月頃（□着工　□完了）

	
	建築当初の

建築確認の番号
	□番号（建築確認　　　年　　　月　　　日第　　　　号）
□建築基準法施行前又は都市計画区域外(区域指定前のものを含む)の建築物

	事業概要
	実施予定期間
	　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

	
	建築確認番号
（※建築確認が必要な場合のみ）
	　　　　　年　　月　　日　　第　　　　　　　　　号

	
	設計者名又は

工事監理者名
	

	
	事務所の名称

及び 所　在
	（　　　）建築士事務所（　　　　）登録第　　　　　　号



	
	資　　格
	（　　　）建築士　　　（　　　　）登録第　　　　　　号

	
	調査資格者証
	団体　　　　　　　　　　　　　　　登録番号等

	同　意 事 項

※耐震改修工事のみ
	□
	耐震改修工事後、補助金の交付の目的に反した使用、譲渡、交換、貸し付け、又は担保に供することについて、制限を受けることに同意します

	市記入欄：
（共通）□納税　□委任状（委任する場合）　□所有　□同意書（所有者以外）　□申請条件確認シート

（診断）□見積書　□資格証　　

（設計）□見積書　□資格証　□耐震診断結果書

（改修）□事業計画書　□設計図書　□見積書　□資格証

（除却）□事業計画書　□設計図書　□見積書


※添付書類

（耐震診断・補強設計・耐震改修工事・耐震除却工事　補助共通）

□（１）市税を滞納していないことを証明するもの（市税の完納証明書）

□（２）委任状（代理者を選任する場合）

□（３）建築物の所有者を証明するもの（登記事項証明書又は固定資産税家屋評価証明書）

□（４）補助事業を実施することに関する同意書（所有者以外の場合又は複数所有者の場合）
□（５）申請条件確認シート

□（６）その他市長が必要と認めるもの
（耐震診断補助）

□（１）耐震診断に要する費用見積書の写し

□（２）耐震診断を行う者の木造住宅耐震診断調査資格者認定証及び建築士免許証明書の写し

（補強設計補助）

□（１）補強設計に要する費用見積書の写し

□（２）補強設計を行う者の木造住宅耐震診断調査資格者認定証及び建築士免許証明書の写し

□（３）補強設計を行う建築物の耐震診断結果書

（耐震改修工事補助）

□（１）事業計画書（様式第２号）

□（２）耐震改修工事の設計図書

　　　ア　案内図、配置図、平面図、詳細図（補強内容を示すもの）

　　　イ　耐震改修工事前の耐震診断結果書

ウ　現地調査の写真、その他現地調査資料

エ　補強計算書

オ　柱頭・柱脚金物の計算書及び使用金物の製品仕様書

□（３）耐震改修工事（工事及び工事監理）に要する費用見積書の写し

□（４）工事監理を行う者の木造住宅耐震診断調査資格者認定証及び建築士免許証明書の写し

（耐震除却工事補助）

□（１）事業計画書（様式第２号）

□（２）耐震改修工事の設計図書

　　　ア　案内図、配置図、平面図

　　　イ　耐震診断結果書

ウ　現地調査の写真、その他現地調査資料

□（３）耐震除却工事に要する費用見積書の写し
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